
- 1 - 

 

岐阜アリーナの管理に関する基本協定書（案） 

 

 

 岐阜県（以下「甲」という。）と        （以下「乙」という。）は、次のとおり、

岐阜アリーナ（以下「本施設」という。）の管理に関する基本協定（以下「本協定」という。）

を締結する。 

 

第１章 総則 

 

（本協定の目的） 

第１条 本協定は、甲と乙が相互に協力し、本施設を安全、適正かつ円滑に管理するために必要

な事項を定めることを目的とする。 

（指定管理者の指定の意義） 

第２条 甲及び乙は、甲が乙を本施設の指定管理者に指定することの意義について、乙がその有

する能力を活用して本施設の管理を行い、利用者に提供するサービスを通じて、本施設の設置

目的をより効果的かつ効率的に達成し、もって県民福祉の増進に資する旨にあることを確認す

る。 

（公共性の尊重） 

第３条 乙は、本施設の設置目的、指定管理者の指定の意義及び本施設の管理運営業務（以下

「本業務」という。）の実施に当たって求められる公共性を十分に理解し、その趣旨を尊重す

るものとする。 

２ 乙は、本施設の利用者の安全確保に十分配慮しつつ、管理運営経費の縮減を図るとともに、

県民ニーズを適確に把握して常に利用者サービスの向上に努め、本施設の特色を最大限に発揮

し、本施設の利用の拡大を図らなければならない。 

（信義誠実の原則） 

第４条 甲及び乙は、互いに協力し、信義を重んじ、対等な関係に立って、本協定を誠実に履行

しなければならない。 

（用語の定義） 

第５条 本協定において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(１) 指定期間 甲が乙を指定管理者として指定した平成３０年４月１日から平成３３年３月

３１日までの期間（地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第１１項の

規定により当該指定の取消しがあったときは、その取消後の期間を除く。）をいう。 

(２) 申請書類 乙が、指定期間に係る本施設の指定管理者の指定の申請に当たり、甲に提出

した申請書類をいう。 

(３) 自主事業 岐阜アリーナ条例（昭和４０年岐阜県条例第３号）第１１条に規定する業務

の範囲外において、乙が自己の責任及び費用において実施する業務をいう。 

(４) 年度協定 本協定に基づき、甲及び乙が指定期間中の各年度において締結する協定をい

う。 

(５) 指定管理料 本業務（自主事業を除く。）の実施に要する経費の支払に充てるため、指

定期間中の各年度において、甲が乙に対して支払う金銭をいう。 

(６) 法令等 法律、命令、条例、規則その他甲の執行機関が定める規程をいう。 

（管理物件） 

第６条 本業務の対象となる物件（以下「管理物件」という。）は、別表第１に定めるとおりと

する。 
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２ 乙は、善良な管理者の注意をもって、管理物件を管理しなければならない。 

（本業務の実施期間等） 

第７条 乙は、指定期間中、本業務を実施しなければならない。 

２ 本業務に係る会計年度は、毎年４月１日から翌年３月３１日までとする。 

 

第２章 本業務の範囲及び管理の基準 

 

（本業務の範囲） 

第８条 本業務の範囲は、次のとおりとする。 

(１) 施設の管理に関すること。 

(２) 施設の使用の許可等に関すること。 

(３) 施設を利用する者への便宜の供与に関すること。 

(４) 施設の利用の促進に関すること。 

(５) その他仕様書に定めること。 

２ 前項各号に掲げる業務の詳細は、別添「岐阜アリーナ管理運営業務仕様書」（以下「仕様

書」という。）に定めるとおりとする。 

３ 前２項の規定にかかわらず、乙は、申請書類に記載した別表第２に定める自主事業を実施し

なければならない。 

（使用許可に係る経過措置） 

第９条 乙は、指定期間の開始前において甲又は甲が指定した法人その他の団体（以下この条に

おいて「甲等」という。）から指定期間における本施設の使用の許可を受けた者があるときは、

当該者に対し、甲等が許可した条件により本施設を使用させなければならない。 

（管理の基準） 

第１０条 乙が本業務を実施するに当たって満たさなければならない本施設の管理の基準は、別

添仕様書に示すとおりとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、乙は、申請書類に記載した本施設の管理の方法及び水準（前項に

規定する管理の基準に満たないものを除く。）に従って、本業務を実施しなければならない。 

（本業務の範囲及び管理の基準の変更） 

第１１条 甲及び乙は、本協定の締結後において、第８条に規定する本業務（同条第３項に規定

する自主事業を含む。以下同じ。）の範囲又は前条に規定する管理の基準に変更の必要が生じ

たときは、岐阜アリーナ条例（以下「条例」という。）の改廃に伴う場合を除き、双方による

協議を行うものとし、双方が合意した場合は、本業務の範囲又は管理の基準を変更することが

できる。 

２ 前項の規定による本業務の範囲又は管理の基準の変更に伴う指定管理料の額の変更について

は、同項の協議において決定するものとする。 

 

   第３章 本業務の実施 

 

（本業務の実施方法） 

第１２条 乙は、法令等を遵守するほか、本協定、年度協定その他甲及び乙が別途協議し、双方

が合意した事項に従って、本業務を実施しなければならない。 

（本業務開始の準備） 

第１３条 乙は、本業務の開始に先立ち、本業務の実施に必要な資格者及び人材を確保し、必要

な研修等を行わなければならない。 

２ 乙は、必要と認める場合には、指定期間の開始前においても、甲に対して本施設の視察を申
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し出ることができるものとする。この場合において、甲は、乙から当該申出を受けたときは、

これに応じなければならない。 

３ 甲は、本業務の開始に当たり、乙に対して別表第３に定める書類及び電磁的記録（電子的方

式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られた記録をいう。

以下同じ。）を引き継ぐものとする。 

（管理物件の取扱い） 

第１４条 甲は、管理物件を、乙に無償で貸与するものとする。 

２ 乙は、指定期間中、管理物件を常に良好な状態に保つよう努めなければならない。 

３ 乙は、故意又は過失により管理物件をき損し、又は滅失したときは、甲と協議の上、これを

弁償し、又は自己の費用において管理物件と同等の機能及び価値を有する物を購入し、若しく

は調達しなければならない。 

（施設及び設備の維持保全） 

第１５条 管理物件のうち施設及び設備（以下「施設等」という。）の増築、改築又は改造は、

甲が自己の責任及び費用において実施するものとする。 

２ １箇所当たり６０万円未満である施設等の修繕（経年劣化等により施設等を本業務の用に供

することができなくなった場合において、当該施設等に代わる物を新たに購入し、又は調達す

るときを含む。以下同じ。）は、乙が自己の責任及び費用において速やかに行わなければなら

ない。 

３ 前項に規定する修繕以外の施設等の修繕は、甲が自己の責任及び費用において行うものとす

る。ただし、甲及び乙の協議により、乙が自己の責任及び費用において当該修繕を行うことを

妨げない。 

４ 乙は、施設等について第２項に規定する修繕以外の修繕を行う必要が生じたときは、その旨

を速やかに甲へ連絡しなければならない。 

（備品の購入等） 

第１６条 １物品当たり１０万円未満である備品（本業務の用に供するものに限る。以下同

じ。）の購入又は調達（１件当たり１０万円未満である備品の修繕を含む。以下「購入等」と

いう。）は、必要の都度速やかに、乙が自己の責任及び費用において行わなければならない。 

２ 前項の規定の適用がある場合を除き、備品の購入等は、甲が自己の責任及び費用において行

うものとする。ただし、甲及び乙の協議により、乙が自己の責任及び費用において当該備品の

購入等を行うことを妨げない。 

３ 乙は、管理物件の備品に代わる物として甲又は乙が購入等を行った備品を、管理物件の備品

として管理しなければならない。 

４ 乙は、備品について第１項に規定する購入等以外の購入等を行う必要が生じたときは、その

旨を速やかに甲へ連絡しなければならない。 

（第三者による本業務の実施） 

第１７条 乙は、本業務の全部を一括して第三者に委託してはならない。 

２ 乙は、本業務の一部を第三者に委託するときは、あらかじめ当該第三者の名称及び所在地並

びに委託業務の内容を明らかにして甲に申請し、その承認を得なければならない。 

３ 甲は、前項の規定による申請があった場合において、その申請内容に基づく第三者への委託

後においてもなお本協定に定める事項の乙による履行に支障がないと認めるときは、これを承

認するものとする。 

４ 第２項に規定する委託業務は、すべて乙の責任及び費用において行うものとし、当該委託業

務に関して乙が使用する第三者の責めに帰すべき事由により生じた損害、損失又は増加費用に

ついては、乙の責めに帰すべき事由により生じた損害、損失又は増加費用とみなして、乙がす

べて負担するものとする。 
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（危機管理） 

第１８条 乙は、本業務の実施に関連して事故、災害等の危機事案が発生した場合における対応

方法について定めた危機管理規程を整備し、これを遵守しなければならない。 

２ 乙は、前項の危機事案が発生したときは、直ちに、同項の危機管理規程に従って必要な措置

を講ずるとともに、甲を含む関係者に対して、当該危機事案が発生した旨及びその内容を通報

しなければならない。この場合において、甲は、乙に対し、当該危機事案の対処に必要な指示

をすることができる。 

３ 甲及び乙は、第１項の危機事案が発生したときは、互いに協力して、その原因の調査に当た

るものとする。 

４ 乙は、第１項の危機管理規程を、指定期間の開始前に甲へ届け出なければならない。 

５ 乙は、前項の規定により届け出た危機管理規程を変更しようとするときは、あらかじめ甲の

承認を得なければならない。 

（保険への加入） 

第１９条 乙は、指定期間中、本業務について別表第４に定める保険に加入しなければならない。 

（個人情報保護及び守秘義務） 

第２０条 乙は、別記「個人情報取扱特記事項」に定める事項を踏まえ、岐阜県個人情報保護条

例（平成１０年岐阜県条例第２１号）第１１条の２第２項の規定により本業務に関する個人情

報保護規程を整備し、これを遵守して、本業務に関する個人情報の適正な収集及び管理を行わ

なければならない。 

２ 乙は、前項の個人情報保護規程を、指定期間の開始前に甲へ届け出なければならない。 

３ 乙は、前項の規定により届け出た個人情報保護規程を変更しようとするときは、あらかじめ

甲の承認を得なければならない。 

４ 乙は、本業務に関して知ることのできた個人情報及び本業務の処理上知り得た秘密をみだり

に他人に知らせ、又は不当な目的に使用してはならない。指定期間の終了（指定期間の満了及

び地方自治法第２４４条の２第１１項の規定による指定の取消しに伴う指定期間の終了をいう。

以下同じ。）後においても、同様とする。 

（情報公開） 

第２１条 乙は、岐阜県情報公開条例（平成１２年岐阜県条例第５６号）第２５条の２第１項の

規定により本業務に関する情報公開規程を整備し、これを遵守して、本業務に関し、乙が保有

する情報の適正な公開に努めなければならない。 

２ 乙は、前項の情報公開規程を、指定期間の開始前に甲へ届け出なければならない。 

３ 乙は、前項の規定により届け出た情報公開規程を変更しようとする時は、あらかじめ甲の承

認を得なければならない。 

（文書等の管理・保存） 

第２２条 乙は、本業務において作成し、又は取得した文書等（文書、図画、写真、フィルム及

び電磁的記録をいう。以下同じ。）の管理及び保存に関し、岐阜県公文書規程（昭和４４年岐

阜県訓令甲第１号）に準じて文書等管理規程を整備し、これを遵守して、文書等の適正な管理

及び保存を行わなければならない。 

２ 乙は、前項の文書等管理規程を、指定期間の開始前に甲へ届け出なければならない。 

３ 乙は、前項の規定により届け出た文書等管理規程を変更しようとするときは、あらかじめ甲

の承認を得なければならない。 

 

第４章 指定管理料及び利用料金 

 

（指定管理料の支払） 
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第２３条 甲は、乙に対して指定管理料を支払う。 

２ 指定管理料の額、支払方法等の詳細については、年度協定において定めるものとする。 

（利用料金の取扱い） 

第２４条 乙は、条例第５条の規定により、本施設の利用に係る料金（以下「利用料金」とい

う。）を自らの収入として収受することができる。 

２ 利用料金は、条例第５条第２項に規定する額の範囲内において、同項の規定により、乙が定

める。 

３ 乙は、利用料金を定めようとするときは、条例第５条第３項の規定により、あらかじめ岐阜

県知事に申請し、その承認を得なければならない。 

４ 乙は、公益上その他特別の理由があると認める場合は、条例第５条の２第４項の規定により、

利用料金を減免することができる。 

５ 乙は、利用料金の額及び納付方法の詳細（前項に規定する減免の基準を含む。）について定

めた利用料金規程を整備し、これを遵守して、利用料金の収受を行わなければならない。 

６ 乙は、前項の利用料金規程を、指定期間の開始前に甲へ届け出なければならない。 

７ 乙は、前項の規定により届け出た利用料金規程を変更しようとするときは、あらかじめ甲の

承認を得なければならない。 

 

第５章 年度協定 

 

（事業計画書の提出） 

第２５条 乙は、条例第１３条前段の規定により、指定期間中の各年度について本業務に係る事

業計画書を作成し、当該年度の開始日の２月前までに甲へ提出しなければならない。 

２ 乙は、前項の事業計画書を変更しようとするときは、条例第１３条後段の規定により、あら

かじめ当該変更後の事業計画書を甲に提出しなければならない。 

（年度協定の締結） 

第２６条 甲及び乙は、指定期間中の各年度の開始日において、年度協定を締結するものとする。 

２ 年度協定においては、次の事項について定めるものとする。 

(１) 当該年度の本業務に係る事業計画。ただし、当該事業計画の内容は、前条の規定により

乙が提出した事業計画書に定める事業について、甲がその実施を認めたものとする。 

(２) 第２３条第２項に規定する当該年度における指定管理料の額、支払方法等の詳細 

(３) 指定期間が満了する年度にあっては、その満了時における本施設の利用の申込みの制限

及び休止に係る事項 

３ 第１項の規定による年度協定の締結後における前条第２項の規定による事業計画書の変更は、

甲及び乙において当該年度協定（当該年度協定を変更する協定が締結されているときは、その

変更後の年度協定とする。）を変更する協定を締結しなければ、その効力を生じない。 

 

第６章 事業報告及び監督・評価 

 

 （事業報告書の提出） 

第２７条 乙は、地方自治法第２４４条の２第７項の規定により、指定期間中の各年度の本業務

に関する事業報告書を作成し、当該年度の終了後２月以内に甲へ提出しなければならない。 

２ 前項の事業報告書に記載すべき事項は、次のとおりとする。 

(１) 本業務の実施状況に関する事項 

(２) 本施設の利用状況に関する事項 

(３) 本業務の収支状況に関する事項 
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(４) 前各号に掲げるもののほか、甲が指示する事項 

 （業務報告書の提出） 

第２８条 乙は、指定期間中、各月の本業務に関する業務報告書を作成し、当該月の翌月２０日

までに甲へ提出しなければならない。 

２ 前項の業務報告書に記載すべき事項は、次のとおりとする。 

(１) 本業務の実施状況に関する事項 

(２) 本施設の利用状況に関する事項 

(３) 本業務の収支状況に関する事項 

(４) 前各号に掲げるもののほか、甲が指示する事項 

（業務実施状況の現地確認） 

第２９条 甲は、地方自治法第２４４条の２第１０項の規定により、指定期間中の各年度の５月、

８月、１１月及び２月に本施設へ立ち入り、乙による本業務の実施状況に関する実地調査を行

うものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、甲は、前項の実地調査を随時行うことができる。 

（利用者等の意見の把握） 

第３０条 甲及び乙は、指定期間中、意見箱の設置、利用者に対するアンケート調査、ウェブペ

ージによる意見募集等適宜の方法により、本施設の利用者等から広く意見の収集に努めなけれ

ばならない。 

２ 甲及び乙は、前項の規定により収集した意見の内容及びこれに対する甲又は乙の対応状況そ

の他県民に周知すべきと考えられる情報を、本施設内への掲示、ウェブページへの掲載等の方

法により、随時公表するものとする。 

（専門家等による評価） 

第３１条 甲は、乙による本業務の実施について、管理の基準の充足状況、本施設の設置目的の

達成状況、公共性の確保の状況、経営状況、派生的効果等に関する評価を行うため、岐阜県県

有スポーツ施設指定管理者管理運営評価員会議（以下「評価員会議」という。）を開催し、本

施設を熟知した専門家等から当該評価についての意見を聴取する。 

２ 乙は、甲の求めに応じ、評価員会議において使用する資料を提出し、及び評価員会議に出席

して必要な説明を行わなければならない。 

３ 甲は、評価員会議において専門家等から聴取した意見を踏まえ、乙による本業務の実施に対

する最終評価を行い、その内容を岐阜県庁ホームページにおいて公表するものとする。 

（本業務の実施に係る指示） 

第３２条 甲は、地方自治法第２４４条の２第１０項の規定により、乙に対し、本業務の実施に

ついて必要な指示を行うものとする。 

２ 乙は、前項の規定による指示を受けたときは、速やかにこれに応じなければならない。 

 

第７章 指定の取消し等 

 

（乙の責めに帰すべき事由による指定の取消し等） 

第３３条 甲は、乙が次のいずれかに該当するときは、地方自治法第２４４条の２第１１項の規

定により、乙に対する指定管理者の指定を取り消し、又は期間を定めて本業務の全部若しくは

一部の停止を命ずることができる。 

(１) 乙が前条第１項の指示に従わないとき。 

(２) 乙が岐阜アリーナ指定管理者募集要項（甲が指定期間に係る本施設の指定管理者の募集

に当たり配布した岐阜アリーナ指定管理者募集要項をいう。）に定める申請資格要件の

いずれかを満たさなくなったとき。 
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(３) 乙が甲に対する虚偽の報告その他不正な行為をしたとき。 

(４) 乙が地方自治法第２４４条の２に規定する報告又は実地調査を拒んだとき。 

(５) 乙が本協定に定める事項を履行せず、又は当該事項に違反したとき。 

(６) 乙が自らの責めに帰すべき事由により、甲に対して指定の取消しを申し出たとき。 

(７) その他乙の責めに帰すべき事由により、乙に本業務を継続させることが適当でないと認

めるとき。 

２ 前項の規定により、乙が指定管理者の指定を取り消され、又は本業務の停止を命ぜられたと

きは、甲は、乙が当該取消し又は停止により本業務を実施できなかったことにより免れた費用

に相当する額を、指定管理料から減額することができる。 

３ 第１項の規定により、乙が指定管理者の指定を取り消され、又は本業務の停止を命ぜられた

場合において、乙に損害、損失又は増加費用が生じても、甲はその賠償の責めを負わない。 

（不可抗力の発生に伴う指定の取消し等） 

第３４条 甲は、乙の責めに帰すべき事由がない場合においても、災害の発生などに起因して、

乙が本業務の実施を継続することについて適当でないと認める事情が生じたときは、地方自治

法第２４４条の２第１１項の規定により、乙に対する指定管理者の指定を取り消し、又は期間

を定めて本業務の全部若しくは一部の停止を命ずることができる。 

２ 前条第２項の規定は、前項の規定により指定管理者の指定を取り消し、又は本業務の全部若

しくは一部の停止を命ずる場合について準用する。この場合において、甲が減額する指定管理

料の額は、甲及び乙の協議により決定するものとする。 

 

第８章 第三者に対する損害賠償等 

 

（第三者に対する損害賠償） 

第３５条 乙が自主事業の実施に当たり第三者に損害を生じさせた場合における当該第三者に対

する損害の賠償は、乙がその責任を負わなければならない。 

２ 乙が本業務（自主事業を除く。）の実施に当たり第三者に損害を生じさせた場合における当

該第三者に対する損害の賠償は、甲又は乙がその責任を負わなければならない。 

３ 前項の規定により甲が第三者に対する損害の賠償を行った場合において、当該損害の発生が

乙の責めに帰すべき事由によるものであるときは、甲は、乙に対し、その賠償額その他賠償に

伴い発生した費用を求償するものとする。 

（損失又は増加費用の負担） 

第３６条 本業務の実施に伴い発生した損失又は増加費用のうち、次のいずれかに起因するもの

（乙が加入する保険により補てんされた金額を除く。）については甲が負担し、その余につい

ては乙が負担するものとする。 

(１) 年度協定の締結時において予想することのできない経済情勢その他の情勢の変化による

著しい物価の変動 

(２) 地方自治法又は条例の改廃 

(３) 指定管理料その他甲から乙に対する経費の支払遅延（乙の責めに帰すべきものを除

く。） 

(４) 政治・行政上の理由による事業変更等 

(５) 災害の発生（乙の責めに帰すべきものを除く。） 

２ 前項の規定にかかわらず、指定管理料の減額に伴って乙に発生した損失は、乙が負担するも

のとする。 

３ 第１項の規定による甲の増加費用の負担は、指定管理料の増額により対応するものとし、そ

の額は、甲及び乙が協議の上、年度協定（年度協定を変更する協定を含む。）により定めるも
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のとする。 

 

第９章 指定期間の終了 

 

（本業務の引継ぎ） 

第３７条 乙は、指定期間の終了に際し、甲又は甲が指定する法人その他の団体に対して、本業

務の引継ぎ（利用料金をあらかじめ前受金として収受しているときは、当該前受金の引継ぎを

含む。）を円滑に行わなければならない。 

２ 甲は、前項の引継ぎのために必要と認める場合には、乙に対し、甲が指定する法人その他の

団体による本施設の視察を申し出ることができるものとする。この場合において、乙は、甲か

ら当該申出を受けたときは、これに応じなければならない。 

３ 前２項に規定する引継の方法その他引継に際し必要な事項については、甲及び乙が協議の上、

これを定めるものとする。 

（管理物件の引渡し等） 

第３８条 別段の定めがある場合を除き、乙は、指定期間の終了の際に、指定期間の始期を基準

として管理物件を原状に回復し、甲又は甲が指定する法人その他の団体に無償で引き渡さなけ

ればならない。 

２ 第１５条第２項又は第３項の規定により乙が施設等の修繕を行った場合において、指定期間

が終了したとき（指定期間の満了後においても、乙が改めて指定管理者の指定を受けて、引き

続き本施設の指定管理者の業務を行う場合を除く。以下この条において同じ。）は、乙は、当

該修繕後の現状を維持して、施設等を甲又は甲が指定する法人その他の団体に無償で引き渡さ

なければならない。 

３ 第１６条第１項又は第２項の規定により乙が備品（管理物件の備品に代わる物として購入等

を行ったものに限る。）の購入等を行った場合において、指定期間が終了したときは、乙は、

当該備品を甲又は甲が指定する法人その他の団体に無償で引き渡さなければならない。 

４ 乙は、本施設において使用する管理物件以外の備品がある場合において、指定期間が終了し

たときは、当該備品を自己の責任及び費用において撤収しなければならない。ただし、甲又は

甲が指定する法人その他の団体への当該備品の引渡しについて合意があるときは、この限りで

ない。 

５ 乙は、指定期間が終了したときは、文書等を甲又は甲が指定する法人その他の団体に無償で

引き渡さなければならない。 

 

第１０章 雑則 

 

（変更の届出） 

第３９条 乙は、その名称、主たる事務所の所在地及び団体の代表者の氏名に変更があったとき

は、条例第９条第５項の規定により、遅滞なく、その旨を甲に届け出なければならない。 

（利用者等からの苦情等への対応） 

第４０条 乙は、本施設の利用者又は周辺住民から寄せられる苦情、要望等に対し、誠実に対応

しなければならない。 

２ 前項の場合において、寄せられた苦情、要望等が、本施設のあり方の見直しなど本業務の範

囲を超える内容であるときは、乙は、甲に対し、その内容を遅滞なく報告するものとする。 

（本業務に係る口座の開設） 

第４１条 乙は、本業務の実施に係る収入及び支出を他の業務と明確に区分して適正に管理する

ため、本業務に固有の口座を開設し、これを適正に運用しなければならない。 
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（使用する言語等） 

第４２条 本協定の履行に関し、甲乙間において使用する言語は、日本語とする。 

２ 本協定の履行に関し、甲乙間において使用する通貨の単位は、円とする。 

３ 別段の定めがある場合を除き、本協定の履行に関し、甲乙間において使用する計量単位は、

計量法（平成４年法律第５１号）の定めるところによる。 

４ 別段の定めがある場合を除き、本協定の履行に関し、甲乙間において行う届出、申出、報告、

承認その他の行為は、書面により行わなければならない。 

 （権利及び義務の譲渡禁止） 

第４３条 乙は、本協定により生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し、又は継承させてはならな

い。ただし、事前に甲の承認を得た場合は、この限りでない。 

（本協定の変更） 

第４４条 本協定の締結後、その締結内容によることが不適当と認められる事情が生じたときは、

甲及び乙において協議の上、本協定の規定を変更することができる。 

（解釈） 

第４５条 乙は、甲が本協定の規定に基づいて乙から書類を受領し、乙の行為を承認し、乙に対

して実地調査を行い、又は乙から説明若しくは報告を受けたことをもって、乙の責任において

行うべき本業務の全部又は一部について甲がその責任を負うものと解釈してはならない。 

（疑義についての協議） 

第４６条 本協定の解釈について疑義を生じたとき、又は本協定に特別の定めのない事項がある

ときは、甲及び乙において協議の上、これを定めるものとする。 

（裁判管轄） 

第４７条 本協定に関する紛争は、岐阜地方裁判所を第１審の管轄裁判所とする。 
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別記 

個人情報取扱特記事項 

 

 （基本的事項） 

第１ 乙は、個人情報の保護の重要性を認識し、本業務を実施するに当たっては、個人の権利利

益を侵害することのないよう、個人情報の取扱いを適切に行わなければならない。 

 

（責任体制の整備） 

第２ 乙は、個人情報の安全管理について、内部における責任体制を構築し、その体制を維持し

なければならない。 

 

（責任者等の届出） 

第３ 乙は、本業務の実施における個人情報の取扱いの責任者及び業務に従事する者（以下「業

務従事者」という。）を定め、書面によりあらかじめ、甲に届け出なければならない。責任者

及び業務従事者を変更する場合も、同様とする。 

２ 乙は、責任者に、本特記事項に定める事項を適切に実施するよう業務従事者を監督させなけ

ればならない。 

３ 乙は、業務従事者に、責任者の指示に従い、本特記事項に定める事項を遵守させなければな

らない。 

４ 乙は、責任者及び業務従事者を変更する場合の手続を定めなければならない。 

 

（教育の実施） 

第４ 乙は、個人情報の保護、情報セキュリティに対する意識の向上、本特記事項において業務

従事者が遵守すべき事項その他本業務の適切な実施に必要な教育及び研修を、業務従事者全員

に対して実施しなければならない。 

 

 （収集の制限） 

第５ 乙は、本業務を行うために個人情報を収集する場合は、その目的を明確にし、当該目的を

達成するために必要な範囲内で、適法かつ公正な手段により行わなければならない。 

２ 乙は、本業務を行うために個人情報を収集する場合は、本人から収集し、又は本人以外から

収集するときは本人の同意を得た上で収集しなければならない。ただし、甲の承諾があるとき

は、この限りでない。 

 

（目的外利用・提供の制限） 

第６ 乙は、本業務に関して知ることのできた個人情報を本業務の目的以外の目的に利用し、又

は第三者に提供してはならない。ただし、甲の承諾があるときは、この限りでない。 

 

（漏えい、滅失及び毀損の防止） 

第７ 乙は、本業務に関して知ることのできた個人情報について、個人情報の漏えい、滅失及び

き損の防止その他の個人情報の適正な管理のために必要な措置を講ずるよう努めなければなら

ない。 

２ 乙は、甲から本業務を処理するために利用する個人情報の引渡しを受けた場合は、甲に受領

書を提出しなければならない。 

３ 乙は、本業務に関して知ることのできた個人情報を取り扱う場所（以下「作業場所」とい

う。）を特定し、あらかじめ甲に届け出なければならない。その特定した作業場所を変更しよ
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うとするときも、同様とする。 

４ 乙は、甲が承諾した場合を除き、本業務に関して知ることのできた個人情報を作業場所から

持ち出してはならない。 

５ 乙は、本業務に関して知ることのできた個人情報を運搬する場合は、その方法（以下「運搬

方法」という。）を特定し、あらかじめ甲に届け出なければならない。その特定した運搬方法

を変更しようとするときも、同様とする。 

６ 乙は、業務従事者に対し、身分証明書を常時携行させるとともに、事業者名を明記した名札

等を着用させて業務に従事させなければならない。 

７ 乙は、本業務を処理するために使用するパソコンや記録媒体（以下「パソコン等」とい

う。）を台帳で管理するものとし、甲が同意した場合を除き、当該パソコン等を作業場所から

持ち出してはならない。 

８ 乙は、本業務を処理するために、私用のパソコン等を使用してはならない。 

９ 乙は、本業務を処理するパソコン等に、ファイル交換ソフトその他個人情報の漏えい等につ

ながるおそれがあるソフトウエアをインストールしてはならない。 

10 乙は、第１項の個人情報を、秘匿性等その内容に応じて、次の各号の定めるところにより管

理しなければならない。 

⑴ 個人情報は、金庫、施錠が可能な保管庫又は施錠若しくは入退室管理の可能な保管室等に

保管しなければならない。 

⑵ 個人情報を電子データとして保存又は持ち出す場合は、暗号化処理又はこれと同等以上の

保護措置をとらなければならない。 

⑶ 個人情報を電子データで保管する場合、当該データが記録された記録媒体及びそのバック

アップデータの保管状況並びに記録された個人情報の正確性について、定期的に点検しな

ければならない。 

⑷ 個人情報を管理するための台帳を整備し、個人情報の受渡し、使用、複写又は複製、保管、

廃棄等の取扱いの状況、年月日及び担当者を記録しなければならない。 

 

（返還、廃棄又は消去） 

第８ 乙は、本業務に関して知ることのできた個人情報について、指定期間の終了時に、甲の指

示に基づいて返還、廃棄又は消去しなければならない。 

２ 乙は、本業務に関して知ることのできた個人情報を廃棄する場合、記録媒体を物理的に破壊

する等当該個人情報が判読、復元できないように確実な方法で廃棄しなければならない。 

３ 乙は、パソコン等に記録された本業務に関して知ることのできた個人情報を消去する場合、

データ消去用ソフトウエア等を使用し、通常の方法では当該個人情報が判読、復元できないよ

うに確実に消去しなければならない。 

４ 乙は、本業務に関して知ることのできた個人情報を廃棄又は消去したときは、完全に廃棄又

は消去した旨の証明書（情報項目、媒体名、数量、廃棄又は消去の方法、責任者、立会者、廃

棄又は消去の年月日が記載された書面）を甲に提出しなければならない。 

５ 乙は、廃棄又は消去に際し、甲から立会いを求められたときはこれに応じなければならない。 

 

  （秘密の保持） 

第９ 乙は、本業務に関して知ることのできた個人情報をみだりに他人に知らせてはならない。

指定期間の終了後においても、同様とする。 

 

  （複写又は複製の禁止） 

第 10 乙は、本業務を処理するために甲から引き渡された個人情報が記録された資料等を複写
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又は複製してはならない。ただし、甲の承諾があるときは、この限りでない。 

 

  （再委託の禁止） 

第 11 乙は、本業務のうち個人情報が含まれる業務については、再委託（第三者にその取扱い

を委託することをいう。以下同じ。）をしてはならない。ただし、甲の承諾があるときは、こ

の限りでない。 

２ 乙は、個人情報の取扱いを再委託しようとする場合又は再委託の内容を変更しようとする場

合には、あらかじめ次の各号に規定する項目を記載した書面を甲に提出して甲の承諾を得なけ

ればならない。 

⑴ 再委託を行う業務の内容 

⑵ 再委託で取り扱う個人情報 

⑶ 再委託の期間 

⑷ 再委託が必要な理由 

⑸ 再委託の相手方（名称、代表者、所在地、連絡先） 

⑹ 再委託の相手方における責任体制並びに責任者及び業務従事者 

⑺ 再委託の相手方に求める個人情報保護措置の内容（契約書等に規定されたものの写し） 

⑻ 再委託の相手方の監督方法 

３ 前項の場合、乙は、再委託の相手方に本業務に基づく一切の義務を遵守させるとともに、乙

と再委託の相手方との契約内容にかかわらず、甲に対して再委託の相手方による個人情報の取

扱いに関する責任を負うものとする。 

４ 乙は、再委託契約において、再委託の相手方に対する監督及び個人情報の安全管理の方法に

ついて具体的に規定しなければならない。 

５ 乙は、本業務を再委託した場合、その履行を管理監督するとともに、甲の求めに応じて、そ

の状況等を甲に報告しなければならない。 

６ 再委託した業務をさらに委託すること(以下「再々委託」という。）は原則として認めない。

ただし、やむを得ない理由により再々委託が必要となる場合には、第２項中の「再委託の内容

を変更しようとする場合」として扱うものとする。 

７ 前項の規定により再々委託を行おうとする場合には、乙はあらかじめ第２項各号に規定する

項目を記載した書面に代えて、次の各号に規定する項目を記載した書面を甲に提出して甲の承

諾を得なければならない。 

⑴ 再々委託を行う業務の内容 

⑵ 再々委託で取り扱う個人情報 

⑶ 再々委託の期間 

⑷ 再々委託が必要な理由 

⑸ 再々委託の相手方（名称、代表者、所在地、連絡先） 

⑹ 再々委託の相手方における責任体制並びに責任者及び業務従事者 

⑺ 再々委託の相手方に求める個人情報保護措置の内容（契約書等に規定されたものの写し） 

⑻ 再委託先における再々委託の相手方の監督方法 

８ 乙は、甲の承諾を得て再々委託を行う場合であっても、再々委託の契約内容にかかわらず、

甲に対して個人情報の取扱いに関する責任を負うものとする。 

 

（派遣労働者等の利用時の措置） 

第 12 乙は、本業務を派遣労働者によって行わせる場合、労働者派遣契約書に、秘密保持義務

等個人情報の取扱いに関する事項を明記しなければならない。その場合の守秘義務の期間は、

第９に準ずるものとする。 
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２ 乙は、派遣労働者に本業務に基づく一切の義務を遵守させるとともに、乙と派遣元との契約

内容にかかわらず、甲に対して派遣労働者による個人情報の処理に関する責任を負うものとす

る。 

 

  （立入調査） 

第 13 甲は、乙が本業務の執行に当たり取り扱っている個人情報の状況について、本特記事項

の規定に基づき必要な措置が講じられているかどうかを確認するため必要があると認めるとき

は、乙に報告を求めること及び乙の作業場所を立入調査することができるものとし、乙は、甲

から改善を指示された場合には、その指示に従わなければならない。 

 

  （事故発生時における対応） 

第 14 乙は、本業務の処理に関して個人情報の漏えい等があった場合は、当該漏えい等に係る

個人情報の内容、数量、発生場所、発生状況等を書面により甲に直ちに報告し、その指示に従

わなければならない。 

２ 乙は、前項の漏えい等があった場合には、直ちに被害を最小限にするための措置を講ずると

ともに、前項の指示に基づいて、当該漏えい等に係る事実関係を当該漏えい等のあった個人情

報の本人に通知し、又は本人が容易に知り得る状態にする等の措置を講ずるものとする。 

３ 乙は、甲と協議の上、二次被害の防止、類似事案の発生回避等の観点から、可能な限り当該

漏えい等に係る事実関係、発生原因及び再発防止策の公表に努めなければならない。 

 

（指定の取消等） 

第 15 甲は、乙が本特記事項に定める義務を果たさない場合は、地方自治法第２４４条の２第

１１項の規定により、乙に対する指定管理者の指定を取り消し、又は期間を定めて本業務の全

部若しくは一部の停止を命ずることができる。 

２ 前項の規定により、乙が指定管理者の指定を取り消され、又は本業務の停止を命ぜられた場

合において、乙に損害、損失又は増加費用が生じても、甲はその賠償の責めを負わない。 

 
 
（損害賠償） 

第 16 乙は、本特記事項に定める義務に違反し、又は怠ったことにより甲が損害を被った場合

には、甲にその損害を賠償しなければならない。 
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別表１ 

 

（１）管理する施設 

  

対象 概要 

本館１Ｆ フロアー、会議室、特別会議室、医務室、更衣室、シャワー

室、トイレ、ホワイエ、東西通路、器具庫、倉庫 

本館２～３Ｆ ホワイエ、観覧席、トイレ、洗面所 

管理棟１～２Ｆ ロビー、事務室、所長室、会議室、給湯室、控室、スタジ

オ、トイレ 

屋外 スロープ、バルコニー、消火ポンプ室、発電機室、塵庫、倉

庫、中庭駐車場、東駐車場 

 

（２）管理する設備 

 

【消防用設備】 

名    称 仕    様 数 量 

１ 自動火災報知器 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 受信機 １級２５回線 

 電源装置 

 発信機 １級 

 表示灯 ３０V 

 ベル １５０m/m 

 スポット型感知器 差動式 

   〃        定温式 

    〃        光電式 

 分布型感知器   差動式 

 消火栓起動リレー 

   1 台 

   1 式 

  14 個 

  14 個 

  14 個 

  55 個 

   5 個 

  22 個 

  21 個 

   1 台 

２ 非常放送設備 

 

 

 

 

 防災アンプ 

 スピーカー  壁掛け型 

 スピーカー  吊下両面型 

 スピーカー  ソノライン 

 非常用リモートマイク 

  1 台 

  8 個 

  16 個 

   2 個 

   1 台 

３ 誘導灯 

 

 

 避難口誘導灯 大型 

   〃    中型 

 通路誘導灯  中型 

  20 台 

  11 台 

  18 台 

４ 漏電火災警報器 

 

 

 受信機 

 音響装置 

 変硫器 

  1 式 

  1 式 

  1 式 

５ 屋内消火栓設備 

 

 

 

 

 ポンプ及モーター 

 ポンプ操作盤 

 消火栓ボックス（表示灯含む） 

 起動ボタン 

 表示灯 

  1 式 

  1 式 

 14 台 

 14 個 

 14 台 

６ スプリンクラー設備  ポンプ及びメーター   1 式 
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 ポンプ操作盤 

 スプリンクラーヘッド 

 表示盤 

 ベル 

 起動装置 

 流水検知装置自動警報弁 

 圧力スイッチ 

 送水口 

  1 式 

642 個 

  1 式 

  7 個 

  1 式 

  5 個 

  4 個 

 1 基 

７ 消火器  粉末消火器 ABC10型  35 本 

８ 自家用発電機  連動試運転（発電機） 

非常電源（蓄電池設備） 
  1 台 

 

 【空調設備】 

名    称 仕    様 数 量 

１ ガス焚冷温水発生機 ＣＨ－ＭＸ３６０Ｈ２Ｃ－２基ユニッ

ト型 

２基 

２ 冷却塔 閉放式超低騒音形 １基 

３ 冷却水ポンプ 渦巻型 １２５×１００φ－１１kw ２台 

４ 冷温水ポンプ 渦巻型 １００×８０φ－１５kw ２台 

５ 空調機（ユニットフィ 

ルター組込） 

横型 屋外仕様－１５kw×２ ２基 

６ ファンコイル 天吊露出８００型 １０台 

７ 自動制御機器 

 

 １式 

 

 【音響・放送設備】 

名    称 数 量 

音響調整卓及び電力増幅器 １式 

音響調整架 １式 

メインスピーカー類 １式 

周辺機器ワゴン １式 

コンセント関係 １式 

ワイヤレスマイク類 １式 

マイクロフォン及びスタンド １式 

インカム装置 １式 

 

【ステージ設備】 

   名    称   数 量 

電動式収納ステージ １式 

 

【受水槽設備】 

   名    称   数 量 

受水槽（２槽式、２６．２６ｍ3） １基 
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（３）管理する備品 

 

通番 品    目    名 物品固有番号 品名規格等 

1 4621 エアコンディショナ X300100033 エアコン 

2 4621 エアコンディショナ X300100034 エアコン 

3 4631 空気調節装置 Y003700002 アリーナ医務室 空調設備 

4 5617 投影機 Y005600007 ダイレクトプロジェクター プラスＤＰ－０６０Ｍ 

5 5619 その他の写真器具 Y004100010 映写スクリーン 

6 5929 その他の救命器具 201305538 
自動体外式除細動器 日本光電製 ＡＥＤ－２１５

０ 

7 6099 
他に分類されない医療用関連機械器

具、装置 
Y008500006 車椅子 ＨＫＫ３１２ 

8 6521 テレビ受像機 X300300164 テレビ 

9 6521 テレビ受像機 Y407500007 テレビ パナソニック ＴＨ－３２Ｄ５０ 

10 6581 真空掃除機 X100600835 電気清掃機 

11 6599 
他に分類されない民生用電子電気機

械器具 
201203950 

マイクジョーダン（ＭＪＳ２０５Ｂ アイ・ティ

ー・ケー） 

12 6775 閉回路テレビジョン装置 Y021500002 カラービデオモニター 

13 6775 閉回路テレビジョン装置 Y028800001 監視カメラ ＳＳＣ－ＣＸ２１Ｖ 

14 6789 
その他の通信装置の附属機器及び部

品 
Y013200005 旋回台コントローラー 

15 6789 
その他の通信装置の附属機器及び部

品 
Y014200004 電動旋回台 ＰＴＨ－１０Ｓ２ 

16 6789 
その他の通信装置の附属機器及び部

品 
Y017200003 ズームレンズ Ｔ１０×６５ＲＧＣＳ 

17 6879 その他の電子計算機 Y200500296 
県有施設利用予約システム パソコン富士通ＦＭＶ

６７５ＮＵ９Ｌ 

18 8813 棚 X100403160 中量物品棚 

19 8815 フォノキャビネット Y016200006 ＡＶラック ＭＵ－Ｒ２４Ｂ／８ 

20 8817 テーブル Y002500073 講演卓 ウチダ６５型 

21 8817 テーブル Y002700069 センターテーブル ウチダＳ４０ 

22 8817 テーブル Y002800072 司会卓 ウチダＳ－５６型 

23 8821 台 Y412200008 テレビ台 オーロラＥＬ－１２０Ｅ 

24 8822 椅子及び腰掛け Y002100093 応接セット肘なし ウチダＲＳ４０５ 

25 8822 椅子及び腰掛け Y002200094 応接セット肘なし ウチダＲＳ４０５ 

26 8822 椅子及び腰掛け Y002200095 応接セット肘なし ウチダＲＳ４０５ 

27 8822 椅子及び腰掛け Y002200096 応接セット コーナー ウチダＲＳ４０７ 

28 8822 椅子及び腰掛け Y002300097 応接セット 両肘 ウチダＲＳ４０２ 

29 8822 椅子及び腰掛け Y002300098 応接セット 両肘 ウチダＲＳ４０２ 

30 8822 椅子及び腰掛け Y002400092 応接セット右肘 ウチダＲＳ４０４ 
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31 8822 椅子及び腰掛け Y002500091 応接セット左肘 ウチダＲＳ４０３ 

32 8823 ベッド Y001600123 医務室用ベッド シーホネンスＢＨ－１４５８ 

33 8825 金庫及びロッカー X100102103 金庫 

34 8825 金庫及びロッカー Y003800044 コインロッカー ３列５段 

35 8825 金庫及びロッカー Y003800045 コインロッカー ３列５段 

36 8828 帽子掛け及び傘立 Y027200002 傘袋スタンド ステンレス袋付ＵＨ－１０１ 

37 8828 帽子掛け及び傘立 Y038000001 傘袋スタンド ステンレス袋付ＵＨ－１０１ 

38 9162 
バスケット・バレーボール、ラクビ

ー用具 
200919923 バスケットゴール台 セノーＤＡ０３２３ １対 

39 9162 
バスケット・バレーボール、ラクビ

ー用具 
200919927 大響ブザー（セノー製） セノーＤＳ３１０００１   

40 9162 
バスケット・バレーボール、ラクビ

ー用具 
200919929 ファール回数表示器 モルテンＵＣ００１０ 

41 9162 
バスケット・バレーボール、ラクビ

ー用具 
200919930 ファール回数表示器 モルテンＵＣ００１０ 

42 9162 
バスケット・バレーボール、ラクビ

ー用具 
200919931 大響ブザー（モルテン製） モルテンＢＨＮＤＸ 

43 9162 
バスケット・バレーボール、ラクビ

ー用具 
201003495 

電光得点表示装置（移動式） モルテンＤＳ８００ 

１対 

44 9162 
バスケット・バレーボール、ラクビ

ー用具 
201200915 ショットクロック（ｍｏｌｔｅｎ ＵＸ００４０） 

45 9162 
バスケット・バレーボール、ラクビ

ー用具 
X101500710 バスケットゴール台 （岐阜県民体育館） 

46 9162 
バスケット・バレーボール、ラクビ

ー用具 
X102000711 バスケットゴール台 （岐阜県民体育館） 

47 9162 
バスケット・バレーボール、ラクビ

ー用具 
X602200097 

移動式電光掲示板 ＴＩＣシチズン ＢＳ－２８２

（県民体育館） 

48 9162 
バスケット・バレーボール、ラクビ

ー用具 
Y000800241 バレーボール支柱 セノーＤＥ１０１５ 

49 9162 
バスケット・バレーボール、ラクビ

ー用具 
Y008800022 ハンドボール用ゴール ＤＪ１０４０ 協会検定品 

50 9162 
バスケット・バレーボール、ラクビ

ー用具 
Y009300021 

支柱カバー ウレタンフォーム成型品 ブルーＤＥ

１７１０ 

51 9162 
バスケット・バレーボール、ラクビ

ー用具 
Y009600020 

支柱カバー ウレタンフォーム成型品 ブルーＤＥ

１７１０ 

52 9162 
バスケット・バレーボール、ラクビ

ー用具 
Y010400019 

支柱カバー ウレタンフォーム成型品 ブルーＤＥ

１７１０ 

53 9162 
バスケット・バレーボール、ラクビ

ー用具 
Y010700018 

バレーボール支柱 ベベルギア式 赤色ＤＥ１０１

５ 

54 9162 
バスケット・バレーボール、ラクビ

ー用具 
Y010900017 

バレーボール支柱 ベベルギア式 赤色ＤＥ１０１

５ 

55 9162 
バスケット・バレーボール、ラクビ

ー用具 
Y011300016 審判台 バレーボール用ＤＬ１０３０ 



- 18 - 

 

56 9162 
バスケット・バレーボール、ラクビ

ー用具 
Y011800014 ハンドボール用ゴール 

57 9162 
バスケット・バレーボール、ラクビ

ー用具 
Y011800015 審判台 バレーボール用ＤＬ１０３０ 

58 9164 
テニス、ピンポン及びバドミントン

用具 
Y008300024 得点板 多目的用 ＤＳＯ１３０ 

59 9164 
テニス、ピンポン及びバドミントン

用具 
Y008600023 得点板 多目的用 ＤＳＯ１３０ 

60 9164 
テニス、ピンポン及びバドミントン

用具 
Y008900022 得点板 多目的用 ＤＳＯ１３０ 

61 9164 
テニス、ピンポン及びバドミントン

用具 
Y009400021 得点板 多目的用 ＤＳＯ１３０ 

62 9164 
テニス、ピンポン及びバドミントン

用具 
Y107300026 ヤマト卓球台 ＭＨ－１０ 

63 9164 
テニス、ピンポン及びバドミントン

用具 
Y107800023 ヤマト卓球台 ＭＨ－１０ 

64 9164 
テニス、ピンポン及びバドミントン

用具 
Y107800025 ヤマト卓球台 ＭＨ－１０ 

65 9164 
テニス、ピンポン及びバドミントン

用具 
Y107900024 ヤマト卓球台 ＭＨ－１０ 

66 9169 その他の運動競技用品 Y601500099 養生シートハンガー（１２本掛け） 

67 9169 その他の運動競技用品 Y601500100 養生シートハンガー（１２本掛け） 

68 9169 その他の運動競技用品 Y601500101 養生シートハンガー（１２本掛け） 

69 9169 その他の運動競技用品 Y601500102 養生シートハンガー（１２本掛け） 

70 9169 その他の運動競技用品 Y601500103 養生シートハンガー（１２本掛け） 

71 9169 その他の運動競技用品 Y601500104 養生シートハンガー（１２本掛け） 

72 9169 その他の運動競技用品 Y601500105 養生シートハンガー（１２本掛け） 

73 9169 その他の運動競技用品 Y601500106 養生シートハンガー（１２本掛け） 

74 9469 その他のカーテン及びとばり用品 Y011700017 医務室用スクリーン シーホネンスＨＡ 

75 9521 
ピアノその他鍵盤のある弦楽器及び

ハープ 
X105500233 ピアノ 
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 甲及び乙は、上記のとおり岐阜アリーナの管理に関する基本協定を締結したので、その証拠と

して本協定書２通を作成し、各通に甲及び乙が記名押印した上、各自１通を所持する。 

 

 

平成３０年  月  日 

 

 

          甲  岐阜県 

             代表者 岐阜県知事 古田 肇  印 

 

 

          乙  （所 在 地） 

（名   称） 

（代表者氏名） 印 

 

 

 

 

 

 


